
 
令和９年度機構・定員等の要求状況 

 

 各府省の機構の要求（主なもの） ※ 新設機構の名称は仮称 

【公正取引委員会】 

市場環境の整備、公正な取引環境の確保 

・経済局、取引局等の新設 

・地方事務所から地方事務局への改組 

【警察庁】 

・外事情報局の新設 

・匿名流動犯罪対策統括官の新設 

【外務省】 

・在ラゴス日本国総領事館の新設 

【防衛省】 

・内部部局の体制強化 

・退職自衛隊員・家族支援庁の新設 

 

  各府省の定員の要求  

○ 定員要求について、新規増員は 5,284人となっている（このほか、時限増員要求が 1,523人） 

  減員は、定員合理化を含め 3,264人（このほか、特例定員（注）の時限到来に伴う減が 885人）

となっている。 

(注) 国家公務員の定年引上げに伴う新規採用への影響を緩和するための特例的な定員 

 

新規増員要求 減員要求 差 引 

5,284人 3,264人 2,020人 

   ※ このほか、時限増員要求が 1,523人、特例定員の時限到来に伴う減が 885人 

 

なお、新設官職に係る指定職の号俸及び級別定数の要求については、機構・定員要求と一体

的に行われている。また、既存官職に係る指定職の号俸及び級別定数の切上げ要求については、

12,172となっている。 

 

※ 上記のほか、インテリジェンス機能強化、サイバーセキュリティ、経済安全保障等に係る体

制整備（事項要求）等について、関係省庁において検討中 

 

令和８年９月４日 

内閣官房内閣人事局 
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